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１　前年度指摘事項等に対する措置等

（１）指摘事項

該当なし

（２）監査意見

該当なし

（３）決算審査意見

該当なし

２　前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況

該当なし

３　職員の定員、現員調べ

4.4.1 3.4.1 4.4.1 3.4.1 4.4.1 3.4.1 4.4.1 3.4.1
現　在 現　在 現　在 現　在 現　在 現　在 現　在 現　在

定　　員 8 7 2 1 10 8

（　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　）
8 8 2 1 10 9

過 不 足
（△）

1 1

臨 時 的
任用職員
会計年度
任用職員

４　役付職員の調べ
（令和　４年　７月　１日現在）

年 月

3

3

3

1 3

6

1 3

1 3

1 3

新型コロナウイルス感染症
対策本部事務局次長兼

クラスター対策監
荒金　美斗

新型コロナウイルス感染症
対策本部事務局次長

坂本　裕子

課長 太田　次郎

課長補佐 山本　浩二

課長補佐 飯野　秀樹

事務職員 技術職員 現業職員

新型コロナウイルス感染症
対策本部事務局長

西尾　浩一

合　計
備　　考

課長補佐 榎田　好宏

現　　員

在　職　期　間 備　　　　考

新しい県民生活推進室長 田中　稔

　　　 種別
 区分

氏　　　　名職　　　　名
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５　主な事業に関する調べ
（単位：千円）

国庫支出金 起　　債 そ の 他 一般財源

270 270

大項目 　―

中項目 　―

小項目 　―

ＳＤＧｓゴール　―

１　事業の目的、概要

２　事業の内容、概要

３　事業成果（改善状況）、実施の状況

―

将来ビジョン

政策項目 

　官民連携会議である「鳥取県コロナに打ち克つ新しい県民生活推進会議」の開催や、地域で丸
ごと感染防止対策を徹底する「安心観光・飲食エリア」の普及促進を行う事で、新しい県民生活
の定着と需要喚起の両立を図る。

　新しい県民生活の定着や県内の需要喚起に向けた取組を県民挙げて展開するため設置してい
る「新しい県民生活推進会議」の開催

財　　源　　内　　訳
決算(見込)額

事　　　業　　　名

コロナに打ち克つ新しい県民生活
推進事業

令和新時代創生戦略

―

（１）新しい県民生活推進会議運営費

　安心観光・飲食エリアの実施団体が行う情報発信等の取組の支援（補助事業：補助率１/２、
補助上限額200千円）

（成果）

・「新しい県民生活推進会議」をのべ３回開催（4/27、5/11、1/20）し、経済・産業・福祉・
  県民・行政の各団体に対して、その時々の感染状況を踏まえた感染対策への協力を呼びかけ
  るとともに、各団体からの意見を感染防止策や県の経済対策に反映するなど、現場に寄り
  添った施策の展開に繋げることができた。

・また県内６ヶ所の「安心観光・飲食エリア」が感染対策の徹底を対外的にＰＲする取組を支
  援するとともに、エリアと行政が連携して実施する定期点検（月１回程度）や季節に応じた
  感染対策研修（スキーシーズン前に事業再開する事業者向けに実施等）を実施。エリア内事
  業者の認証取得が進むなど感染対策の向上に繋がった。（エリア内の全216事業者のうち60
  ％が取得済）

（課題）

・新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、引き続き「新しい県民生活推進会議」
  などを通じて関係団体の声を施策に反映させていくことが必要。

・今後は、感染を拡げない取り組みを行いながら社会経済を回して行くことがより重要となる
  ため、事業者・県民に対して感染対策の継続を呼びかけるとともに、行政・事業者・県民一
  体となって飲食・観光等の需要喚起等に向けた機運醸成を図っていく必要がある。

（２）コロナに打ち克つ県民経済活動促進事業
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（単位：千円）

国庫支出金 起　　債 そ の 他 一般財源

662,987 662,987

大項目 　―
中項目 　―
小項目 　―
ＳＤＧｓゴール　―

１　事業の目的、概要

２　事業の内容、概要

３　事業成果（改善状況）、実施の状況

（２）感染拡大傾向時の一般検査事業（令和3年12月31日～）

　感染拡大の傾向が見られる場合、県知事の判断により感染不安を感じる無症状の住民（ワクチ
ン接種の有無を問わない）に対して特措法第24条第９項等に基づき検査受検を要請し、要請に応
じた住民が受検する検査費用を無料化する。

（１）ワクチン・検査パッケージ等定着促進事業（令和3年12月22日～）

　ワクチン・検査パッケージ制度を活用した行動制限の緩和等に必要となる検査を無料化する。
　（無料検査の対象者）※無症状の者のみ
　　・基礎疾患、副反応の懸念など健康上の理由によりワクチン接種を受けられない者
　　・12歳未満の子供

　○対象となる検査

　無料検査を実施する民間事業者等に対して、検査費用及び検査実施にあたって必要な体制整備
にかかる経費を支援する。

　○対象事業者

　　無料検査を実施するとして県に登録された以下の事業者
　　　・民間検査機関、薬局、衛生検査所等
　　　・ワクチン・検査パッケージ制度要綱等の登録を受けた事業者(イベント主催者等)

　※感染拡大傾向（国の説明）：「新たなレベル分類の考え方」にあるレベル２相当以上の感染
状況において適用することを想定

事　　　業　　　名
決算(見込)額

財　　源　　内　　訳

ワクチン・検査パッケージ等に向
けた無料PCR検査等実施事業

将来ビジョン ―

令和新時代創生戦略

政策項目 ―

　「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において示された、ワクチン・検査パッ
ケージ等にかかるＰＣＲ等検査の無料化に必要な事業を実施する。
　(財源)新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金「検査促進枠」8割、同「県単独分」2割充当

　【概要】※対象者は令和３年度までの内容

　(１)登録された事業者が実施する検査が無料となるよう検査実績に応じて検査費用を補助

　(２)事業者が無料検査を実施するにあたり必要な施設整備等の初期費用を補助
　　　（検体採取ブース改修、検査結果通知・個人情報管理等のシステム改修　等）

　(３)本事業の実施に必要な体制整備（ｺｰﾙｾﾝﾀｰ、広報経費、県営検体採取会場経費 等）を実施

　　ＰＣＲ検査・抗原定量検査等、又は抗原定性検査
　　　・いずれの検査も検体採取時に、研修を受けた者等の立会いが必要
　　　・受検者への結果通知が必要（メール・アプリ等でも可）
　　　・抗原定性検査は薬事承認された検査キットの使用が必要

　○事業内容

（成果）
・新型コロナウイルスの感染拡大時の感染拡大防止対策の一つとして、令和3年12月22日より無料
　検査事業を開始（一般検査事業は令和3年12月31日から開始）。関係団体への働きかけを通じて
　無料検査所の拡大を図り、当初23 か所だった無料検査場所は63 か所にまで増加。県民等に向
　けて無料検査制度の周知・利用の呼びかけ、土日対応を含むコールセンターの開設など受検し
　やすい環境を整備することで、令和4年3月31日までに約５万回の無料検査を実施した。

・当該事業において450件超の陽性判明が報告。オミクロン株の特性として無症状の陽性者が多い
　ことからも、無症状者を対象とした無料検査は陽性者の早期把握に効果的であった。

（課題）
・無料検査は感染拡大抑制と社会経済活動の両立の観点から重要な対策であり、感染不安を感じ
　る方や県外往来の際などに無料検査を積極的に活用いただくよう更なる県民への周知が必要。

・当該事業は国の制度を活用して実施してあり、一般検査事業は①原則「感染状況がレベル2相当
　以上」のみで実施②対象者は県民に限る等の要件が定められている。実施時期や対象者の範囲
　等について、地域の実情に応じて地方の判断で実施可能となるよう制度の弾力化を国に要望し
　ていく必要がある。
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費
）

5
5
,
9
6
8
,
0
0
0

1
7
,
4
9
6
,
0
0
0

0
0

7
3
,
4
6
4
,
0
0
0

7
3
,
0
9
6
,
8
6
1

0
3
6
7
,
1
3
9

1
0
0
%
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

策
総

合
調

整
課

　
　

８
人

　
主

な
事

業
に

関
す

る
調

べ
の

と
お

り
。

（
不

用
額

の
理

由
）

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
感

染
状

況
の

影
響

に
よ

る
補

助
事

業
を

利
用

す
る

団
体

が
当

初
の

予
定

よ
り

少
な

か
っ

た
た
め

事
 
業

 
名

支
出

済
額

（
決

算
額

）
Ｂ

翌
年

度
繰

越
額

Ｃ

差
引

残
額

（
不

用
額

）
Ａ

-
Ｂ

-
Ｃ

　
職

員
の

人
件

費
に

係
る

経
費

で
あ

る
。

　
（

不
用

額
の

理
由

）
２

月
補

正
時

点
で

想
定

さ
れ

た
決

算
見

込
み

額
に

対
し

、
実

績
額

が
少

な
か

っ
た

た
め

　
職

員
の

人
件

費
に

係
る

経
費

で
あ

る
。

　
主

な
事

業
に

関
す

る
調

べ
の

と
お

り
。

（
不

用
額

の
理

由
）

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
感

染
状

況
に

伴
う

検
査

件
数

の
実

績
減

及
び

当
初

の
見

込
み

よ
り

も
国

の
検

査
単

価
が

減
額
に

な
っ

た
た

め

執
行

率
B
/
A

事
業

計
画

と
実

績
・

成
果

、
繰

越
、

不
用

額
の

理
由

等

予
　

　
算

　
　

現
　

　
額

（
予

防
費

）
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当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

繰
　

越
　

額

予
 
備

 
費

支
出

及
び

流
用

増
減

計 Ａ
事

 
業

 
名

支
出

済
額

（
決

算
額

）
Ｂ

翌
年

度
繰

越
額

Ｃ

差
引

残
額

（
不

用
額

）
Ａ

-
Ｂ

-
Ｃ

執
行

率
B
/
A

事
業

計
画

と
実

績
・

成
果

、
繰

越
、

不
用

額
の

理
由

等

予
　

　
算

　
　

現
　

　
額

一
般

管
理

費
0

0
0

9
5
,
6
9
0

9
5
,
6
9
0

9
5
,
6
9
0

0
0

1
0
0
%

目
　

計
5
5
,
9
6
8
,
0
0
0

1
7
,
4
9
6
,
0
0
0

0
9
5
,
6
9
0

7
3
,
5
5
9
,
6
9
0

7
3
,
1
9
2
,
5
5
1

0
3
6
7
,
1
3
9

1
0
0
%

　
赴

任
旅

費
に

係
る

経
費

で
あ

る
。

8
1
5
,
3
0
0
,
2
2
7

1
3
1
,
8
0
2
,
8
4
8

2
5
2
,
9
6
2
,
6
1
5

6
8
%

1
2
6
,
9
4
8
,
0
0
0

1
,
0
7
3
,
0
2
2
,
0
0
0

0
9
5
,
6
9
0

1
,
2
0
0
,
0
6
5
,
6
9
0

合
　

計
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８　予備費の充用調べ 該当なし

９　現金の取扱状況
（１）現金取扱状況 該当なし

（２）つり銭の状況 該当なし

１０　財産に関する調べ 
（１）公有財産

ア　土　地 該当なし

イ　建　物 該当なし

ウ　山　林 該当なし

オ　財産の交換 該当なし

カ　動　産（船舶、浮標、浮桟橋、浮ドック、航空機） 該当なし

キ　物　権 該当なし

ク　無体財産権（特許権、著作権、商標権、実用新案権等） 該当なし

ケ　有価証券 該当なし

コ　出資による権利 該当なし

（２）金券類の保有状況
ア　金券の保有状況

有　・　無

イ　タクシーチケットの保有状況
（令和　４年　３月　３１日現在）

（３）基　金 該当なし

（４）債　権 該当なし

１１　財産の貸付け及び使用許可調べ 該当なし

１２　借受不動産明細調べ 該当なし

１３　職員駐車場の管理状況調べ 該当なし

１４　寄附物件の受納状況調べ 該当なし

１５　備品の処分状況調べ 該当なし

１６　貸付金等状況調べ 該当なし

○　意見、要望等
　（１）業務に関する意見・要望等

　（２）監査委員事務局に対する要望等

特になし

特になし

本　　年　　度　　中
本年度末未使用枚数前年度末未使用枚数

74枚76枚150枚0枚
購　入　枚　数 使用枚数及び金額

1,100,460円
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